
 

令和６年度決算に基づく市町村健全化判断比率等の状況 

(令和７年 11月 28日現在) 

 

１ 健全化判断比率 

(1) 実質赤字比率 

実質赤字が生じた市町村はなかった。このため、実質赤字比率は、全市町村において「数値なし」

となっている。 

(2) 連結実質赤字比率 

連結実質赤字が生じた市町村はなかった。このため、連結実質赤字比率は、全市町村において「数

値なし」となっている。 

(3) 実質公債費比率 

全市町村が早期健全化基準※（25％）を下回った。 

全市町村平均は 6.7％となり、前年度から 0.2ポイント上昇した。 

(4) 将来負担比率 

全市町村が早期健全化基準※（350％）を下回った。 

全市町村平均は「数値なし」となっている。 

 

※平成 21 年４月１日から「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が全面施行となり、健

全化判断比率及び資金不足比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合は、財政健全化計

画等の策定が必要となった。 

 

２ 公営企業会計に係る資金不足比率 

県内市町村、広域連合及び一部事務組合（長野県上伊那広域水道用水企業団を除く。）に設けられ

た公営企業会計（237会計）のうち、経営健全化基準（20％）以上の会計はなかった。 

 

３ 実質公債費比率及び将来負担比率の推移 

 



 

 

※町村、平成 30年度以降の市町村、令和４年度以降の市の将来負担比率は、将来負担額が負のため数値なし 


